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○ 我が国の人口ピラミッド  

○ 我が国の人口の推移   

’規 一的19乃 一弼1㈱ 卸 如 猥¢ 狐 肋。 a瑚㌔麟）  

資料‥2005年までは総務省鮒局咽勢調査」、20岬以降は国立社会保障・人口間断究所「日本の将来推計人口（平成1咋12   月推計）中位推計」  
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○ 平均余命の推移  

年次   
男  女  

0歳  20歳  40歳  65歳  80歳  0歳  20歳  40歳  65歳  80歳   

1947（昭和22）  50．06  40．89  26、88  10．16  4，62  53．96  44．87  30．39  12．22  5．09   

50（昭和25）－52（27）  59．57  46．43  29．65  11．35  5．04  62．97  49．58  32．77  13．36  5．64   

55（昭和30）   63．60  48．47  30．85  11．82  5．25  67．75  52．25  34．34  14．13  6．12   

60（昭和35）   65．32  49．08  31．02  11．62  4．91  70．19  53．39  34．90  14．10  5．88   

65（昭和40）   67．74  50．18  31．73  11．88  4．81  72．92  54．85  35．91  14．56  5．80   

70（昭和45）   69．31  51．26  32．68  12．50  5．26  74．66  56．11  37．01  15．34  6．27   

75（昭和50）   71．73  53．27  34．41  13．72  5．70  76．89  58．04  38．76  16．56  6，76   

80（昭和55）   73、35  54．56  35．52  14．56  6．08  78．76  59．66  40．23  17．68  7．33   

85（昭和60）   74，78  55．74  36．63  15．52  6．51  80．48  61．20  41．72  18．94  8．07   

90（平成2）   75．92  56．77  37．58  16．22  6．88  81．90  62．54  43．00  20．03  8．72   

95（平成7）   76．38  57．16  37．96  16．48  7．13  82．85  63．46  43．91  20．94  9．47   

97（平成9）   77．19  57．86  38．62  17．02  7．56  83．82  64．36  44．79  21．75  10．08   

98（平成10）   77．16  57．85  38．66  17．13  7，68  84．01  64．56  45．01  21．96  10．27   

99（平成11）   77．10  57．74  38．56  17．02  7．53  83．99  64．50  44．94  21．89  10．18   

2000（平成12）  77．72  58．33  39．13  17．54  7．96  84．60  65．08  45．52  22．42  10．60   

01（平成13）   78．07  58．64  39．43  17．78  8．13  84．93  65．39  45．82  22．68  10．80   

02（平成14）   78．32  58．87  39．64  17．96  8．25  85．23  65．69  46．12  22．96  11．02   

03（平成15）   78．36  58．89  39．67  18．02  8．26  85．33  65．79  46．22  23．04  11．04   

04（平成16）   78．64  59．15  39．93  18．21  8．39  85．59  66．01  46．44  23．28  11．23   

05（平成17）   78．56  59．08  39．86  1乳13  8．22  85．52  65．93  46．83  23、19  11、13   

06（平成18）   79．00  59．49  40．25  18．45  8．45  85．81  66．22  46．66  23．44  11，32   

資料：平成7年まで及び平成12年、17年は厚生労働省大臣官房統計情報部「完全生命表」、それ以外は「簡易生命表」  
（注）昭和45年以前は沖縄県を除く値である。0歳の平均余命が「平均寿命」である。  
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○ 将来推計人口  

総人口，年齢3区分（0～14歳，  15～64歳，65歳以上）別人口及び年齢構造係数  出生中位（死亡中位）推計  
人 口  割 合（％）  年 次  ‾ 

頂「層「1】  
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89，930  7，516  8．4  51．1  40．5  

各年10月1日現在人口．平成17（2005）年は，総務省統計局『国勢調査報告』（年齢「不詳人口」を按分補正した）人口による．  

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）出生中位（死亡中位）推計」  

一51－   



○ 将来推計人口における合計特出生率・平均寿命の推移  

出生中位（死亡中位）推計  

年 次   合計特殊出生率   
平均寿命  

男  女  】男女差   

平成17（2005）   1．2601   78．53  85．49  6．96   

18（2006） 1．2942   78．85  85．78  6．93   

19（2007）   1．2467   79．02  85．94  6．92   

20（2008）   1．2297   79．19  86．10  6．91   

21（2009）   1．2232   79．35  86．25  6．90   

22（2010）   1．2184   79．51  86．41  6．90   

23（2011）   1．21′52   79．66  86．55  6．89   

24（2012）   1．2135   79．80  86．69  6．89   

25（2013）   1．2134   79．94  86，82  6．88   

26（2014）   1．2148   80．08  86，95  6．87   

27（2015）   1．2171   80．22  87．08  6．86   

28（2016）   1．2199   80．35  87．20  6．85   

29（2017）   1．2227   80．49  87．33  6．84   

30（2018）   1．2252   80．61  87．45  6．83   

31（2019）   1．2273   80．73  87．57  6．84   

32（2020）   1．2289   80．85  87．68  6．83   

33（2021）   1．2302   80．96  87．78  6．83   

34（2022）   1．2311   81．07  87．89  6．82   

35（2023）   1，2320   81．18  87．99  6．81   

36（2024）   1．2328   81．29  88．09  6．80   

37（2025）   1．2335   81．39  88．19  6．79   

38（2026）   1．2343   81．50  88．28  6．79   

39（2027）   1．2351   81．60  88．38  6．78   

40（2028）   1．2360   81．70  88．48  6．78   

41（2029）   1．2371   81．79  88．57  6．78   

42（2030）   1．2382   81．88  88．66  6．78   

43（2031）   1．2394   81．97  88．74  6．78   

44（2032）   1．2408   82．06  88．83  6．77   

45（2033）   1．2422   82．14  88．90  6．76   

46（2034）   1．2436   82．23  88．98  6．76   

47（2035）   1，2450   82．31  89．06  6．75   

48（2036）   1．2465   82．39  89．14  6．74   

49（2037）   1．2479   82．47  89．21  6．74   

50（2038）   1．2492   82、55  89．28  6．73   

51（2039）   1．2505   82．63  89．36  6．73   

52（2040）   1．2517   82．71  89．43  6，72   

53（2041）   1．2528   82，78  89．50  6．72   

54（2042）   1．2538   82．85  89．57  6．72   

55（2043）   1．2548   82．92  89．64  6．72   

56（2044）   1．2557   82．99  89．71  6．72   

57（2045）   1．2566   83．05  89．77  6．72   

58（2046）   1．2574   83．12  89．83  6．72   

59（2047）   1．2582   83．18  89．89  6．71   

60（2048）   1．2589   83．25  89．95  6．70   

与1（2049）   1．2597   83．31  90．01  6．70   

62（2050）   1．2604   83．37  90．07  6．69   

63（2051）   1．2611   83．43  90．12  6．69   

64（2052）   1．2618   83．50  90．18  6．68   

65（2053）   1．2625   83．56  90．24  6．68   

66（2054）   1．2632   83．62  90．29  6．67   

67（2055）   1．2640   83．67  90．34  6．67  

人口動態統計と同定義に基づく合計特殊出生率。平成17（2005）年は実績値である。  

出典‥国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）出生中位（死亡中位）推計」  
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公 的 年 金 制 度 一 覧  

○国民年金制度  （平成18年度末（平成19年3月末）現在）  

被保険者数  老齢基礎年金等  年金扶養比ユ  老齢基礎年金  実質的な   積立金   積立比率   保険料   老齢基礎年金  

区  分  受給権音数   旦  平均年金月額  簿価ベース  簿価ベース  （平成20年4月）   
（繰上げ・繰下げ除く）   

支給開始年齢   
①  ②  ②  ［時価ベース］  ［時価ベース1  

万人  万人  万円  兆円  兆円   兆円  円  

第1号 被 保 険 者    2，123  4．2  8．8 ［9．4］  3．8 ［4．0］    14．410   

第 2 号 被 保 険 者  3，774  2．520   2．7 7  5．8  65歳  

第 3 号 被 保 険 者  1，079   

合  計  6，976   

（参考）公的年金加入者合計  7，038  

（注）1．上記のほか、老齢福祉年金受給者数は、2万人である。  
2．第1号被保険者には、任意加入被保険者を含む。  
3．老齢基礎年金等受給権者数は、老齢基礎年金受給権音数に、旧国民年金法による老齢年金受給権者数、被用者年金制度の65歳以上の旧法老齢（退職）年金の受給権音数等を加えたものである。  
4．老齢基礎年金平均年金月額は、繰上げ・繰下げ支給分を除いた老齢基礎年金受給権者に係る平均年金月額である。このほかに、繰上げ・繰下げ支給分の老齢基礎年金受給権者および旧国民年金  

法による老齢年金受給権者に係る分を含めた老齢基礎年金等平均年金月額は5．3万円である。  
5．実質的な支出総費用額は、給付費から基礎年金勘定からの受入を控除した額に基礎年金勘定への繰入を加えたものである。  
6．積立金［時価ベース］は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。  

なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  
7．公的年金加入者合計は、被用者年金被保険者と、第1号・第3号被保険者の合計である。  

・○被用者年金制度  （平成18年度末（平成19年3月未）現在）  

適用者数  積立金  積立比率  保険料率  老齢（退職）年金  

受給権者数  平均年金月額  （平成20年4月）  
区  分  

支給開始年齢  
（老齢・退年相当）  旦  （老齢・退年相当）  簿価ベース  簿価ベース  （平成20年度）   

①   ②   ②   （繰上げ・繰下げ等除く）   ［時価ベース］  ［時価ベース］  

万人   万人   万円   兆円   兆円  兆円   ％   

厚 生 年 金 保 険  1，198  2，8 2  16．8   4．9［5．2〕  報酬比例部分  
一般男子・女子60歳  

国家公務員共済組合   108   64   1．68   22．1   1．9   8．8   坑内員・船員 58歳  

地方公務員共済組合   304   161   1．8 9   22．9   5．1   定額部分  
一般男子・共済女子63歳  

私立学校数職員共済   46   9   4．8 8   21．5   0．4   3．4   厚年女子 61歳  

合  計  3，836   1．433   2．68   17．7   3 9．6  182．0［194．5］  5．7 ［6．0］  坑内員・船員 58歳  

（注）1・厚生年金保険の老齢（退職）年金受給権者数及び平均年金月額には、日本鉄道、日本電信電話、日本たばこ産業及び農林漁業団体職員の各旧共済組合において厚生年金保険に統合される前に裁定され  
た受給権者に係る分を含む。  

2・共済組合の老齢（退職）年金受給権者数には減額退職年金に係る分を含む。（厚生年金保険に含まれている旧三公社共済組合、旧農林漁業団体職員共済組合に係る分についても同じ。）  
3・老齢（退職）年金平均年金月額は、老齢基礎年金を含んだものである。ただし、繰上げ・繰下げ支給（減額退職年金を含む）を選択した者と、報酬比例部分の支給開始年齢に到達しているが定額部  
分の支給開始年齢に到達していない者は除外している。  

4．実質的な支出総費用額は、給付費から基礎年金交付金を控除した額に基礎年金拠出金を加えたものである。  
5・厚生年金保険における坑内員及び船員の保険料率は、15．952％であり、日本鉄道及び日本たばこ産業の各旧共済組合の適用法人及び指定法人であった適用事業所に使用される被保険者に係る保  
険料率は、それぞれ15・69％及び15．55％である。また、農林漁業団体等の適用事業所に使用される被保険者に係る保険料率は、15．766％である。  

6．厚生年金保険の積立金には厚生年金基金が代行している部分の積立金は含まれていない。  
7・厚生年金保険の積立金［時価ベース］は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したもので  
ある。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

8・積立比率とは、前年度末に保有する積立金が、実質的な支出のうち、保険料拠出によって賄う部分（国庫・公経済負担を除いた部分）の何年分に相当しているかを表す指標である。  
（前年度末に保有する積立金が、国庫・公経済負担や追加費用を含めた実質的な支出総額の何年分に相当しているかを表す積立度合とは異なる。）   



公的年金各制度の財政収支状況（平成18年度）  

私立学校  国民年金  

国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

厚生年金  国家公務員． 共済組合  地方公務員 ー共済組合   教職員 共済  
勘定  勘定   

制度全体  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

収入総額  簿価ベース  354，996   21，521   64，638   4，964   59，165   191，381   696，664   462，102  

［時価ベース］   ［372，079］  ▼［21，435］  ［62，951］   ［5，143〕  ［60，079］  ［713，068］  ［478，505］  

保険料   209，835   10，333   30，312   2，918   19，038  272，435   272，435  

収  48，285   1，622   3，958   557   17，971  72，394   72，394  

追加費用  4，569   11，344  15，914   15，914  

運用収入  簿価ベース   25，708   2，607  15，645  1，250  1，965   115   47，289   47，289  

（再掲年金積立金管理運用独立行政法人納付金）   （18，253）  （1，358）  （19，611）  （19，611）  

［時価ベース］   ［42，790］  ［2，503】   【13，769］  ［1，416］  ［2，879］  ［63，472］  ［63，472］  

基礎年金交付金   19，989   1，552   3，342   157   17，108  42，149   ②  

国共済組合連合会等拠出金収入   385  385   ④  

財政調整拠出金収入  808  808   ③  

入  2，567  2，567   2，■567  

職域等費用納付金   2，762  2，762   2，762  

解散厚生年金基金等徴収金   6，800  6，800   6，800  

基礎年金拠出金収入  177，080   177，080   ①  

積立金より受入   34，167  2，828  36，995   36，995  

その他   4，500   30   36   82   254   14，187   19，089   ※4，948   

支出総額   343，975   20，963   55，649   3，956   60，358   177，059   661，960   441，539  

支  222，541   16，686   43，149   2，375   18，149   134，909   437，809   437，809  

基礎年金拠出金   119，224   4，210   11，159   1，485   41，002  177，080   ①  

年金保険者拠出金  31   272   81  385   ④  

基礎年金相当給付費（基礎年金交付金）  42，149   4乙149   ②  

出  808  808   ③  

その他   2，210   35   261   15   1．207   3，730   3，730   

収 支 残  簿価ベース  11，021   558   8，988   1，008   △1，194   14，322  34，705   20，563   

［時価ベース］  ［28，103コ   ［472〕   ［7，301］   〔1，188〕  ［△279］  ［51，108］  ［36，966］   

年度末積立金  簿価ベース  1，300，980   88，137   397，071   33，834   87，660   7，246   1，914，928   1，914，928   

〔時価ベース］   ［1，397，509］  〔92，162］  ［420，246］  ［35，563］  ［93，828〕  【2，046，554］  【2，046，554］   

年度末積立金の対前年度増減額  簿価ベース  △23，040   558   8，988   654   △ 3，853  △16，694  △16，694   

［時価ベース］  ［△5，956］   ［472】   ［7，301】   ［833〕  ［△2，939］  〔△287］  ［△287］   
（注1）厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。   
（注2）厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実彿を時価ベースで評価したものである。  

なお、承継資産に係る規益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均扱高の比率により行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの  
運用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却規等の費用を減じた収益額）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収入、収支残は参考値である  

（注3）基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
（注4）厚生年金・国民年金の収入のその他には、旧年金資金運用基金の解散に伴い年金住宅融資回収金等が年金特別会計に承継されたことによる収入（厚生年金4，282億円、国民年金239億円）が含まれている。  
（注5）基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものである。  
（注6）厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  

く注7）公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いている。また、単年度の財政収支状況をとら  
えるため、収入のその他（※）には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」14，142億円を除いた額を計上している。  

ヱ塩   



公的年金各制度の単年度収支状況（平成18年度）  
【年金数理部会が年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

私立学校  国民年金  

国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

厚生年金  国家公務員 共済組合  地方公務員 共済組合   教職員 共済  
勘定  勘定   

制度全休  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

総額  簿価ベース  320，830   ／21，521   64，638   4，964   56，336   177，239   645．528   425，107  

［時価ベース］   ［337，912〕  ［21，435］  ［62，951］   ［5，143］  ［57，251］  〔661，931］  ［441，511］  

保険料   209，835   10，333   30，312   2，918   19，038  272，435   272，435  

収  48，285   1，622   3，958   557   17．971  72，394   72，394  

追加費用  4，569   11，344  15，914   15，914  

入  簿価ベース   25，708   2，607  15，645  1，250  1，965   115   47，289   47，289  
（再掲年金積立金管理運用独立行政法人納付金）   （18，253）  （1，358）  （19，611）  （19，611）  

［時価ベース］   ［42，790］  ［2，503］   ［13，769］  ［1，416］  ［2，879〕  ［63，472］  ［63，472］   

単  基礎年金交付金   19，989   1，552   3，342   157   17，108  42，149   

年  国共済組合連合会等拠出金収入   385  385   ④   

度  財政調整拠出金収入  808  808   ③  

積立金相当額納付金   2，567  2，567   2，567  

職域等費用納付金   2，762  2，762   2，762  

解散厚生年金基金等徴収金   6，800  6，800   6，800  

基礎年金拠出金収入  177，080   177，080   （D  

その他   4，500   30   36   82   254   45   4，948   4，948   

総紘   343，975   20，963   55，649   3，956   60，358   177，05g   661，960   441，539  

支                     給付費   222，541   16，686   43，149   2，375   18，149   134，909   437，809   437，809   

出  基礎年金拠出金   119，224   4，210   11，159   1，485   41，002  177，080   

年金保険者拠出金  31   272  81  385   ④   

単 年  基礎年金相当給付費（基礎年金交付金）  42，149   42，149   ②   

度  財政調整拠出金  808  808   ③  

その他   2，210  35  261   1．207   3，730   3．730   

単年度収支残  簿価ベース  △ 23，145   558   8，988   1，008   △ 4，022   180  △16，432  △16，432   

［時価ベース］   ［△6，063］   ［472〕   ［7，301〕   ［1，188］  ［△3，107］  ［△28］   ［△28〕   
年度末積立金  簿価ベース  1，300，980   88，137   397，071   33，834   87，660   7，246  1，914，928  1，914，928   

［時価ベース］   ［1，397，509］  ［9乙162］  ［420，246］  ［35，563］  〔93，828］  ［2，046，554］  ［2，046，554］   
（注1）「単年度収支状況」は、年金数理部会が公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもので、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）の「積立金より受入」及び基礎年金勘定の  

「前年度剰余金受入」を除いて算出した単年度の収支状況を示している。  
公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ「積立金より受入」を予算計上し  

て財源を確保し、当年度の給付等の支出を支随なく行うようにしているため、本衷の単年度収支残は、事業運営の結果を示す決算の収支残とは異なるものである。  
（注2）厚生年金・国民年金の簿価ペースの運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。  
（注3）厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ペースで評価したものである。  

なお、承題資産に係る禎益の厚生年金・区民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの  
運用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却禎等の費用を減じた収益額）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収入、収支残は参考値である  

（注4）基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
（注5）基礎年金勘定の収入のその他には、前年度剰余金受入（14．142億円）を除いた額を計上している。また、厚生年金・国民年金の収入のその他には、旧年金資金運用基金の解散に伴い、年金住宅融資回収金等  

が年金特別会計に承継されたことによる収入（厚生年金4．282億円、国民年金239億円）が含まれている。  
（注6）基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものである。  

（注7）厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  
（注8）公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いている。  

※「単年度収支状況 一平成17年度－」に準じて作成した。   



○ 被保険者数の推移  

年度末  
被用者年金  

国共済  地共済  私学共済   制度計            公 制度全体   
旧農林年金  

国民年金  

第1号l第3号   
平成   千人  千人  千人   千人  千人  千人  千人   千人   千人  千人   

7■        1，125  3，339  40q  38，648  69，952  19，104 12，201   
8        1，124  3－，336  401  38，824  70，195  19，356 12，015   
9   33，468  1，122  3，326  401  38，807  70，344  19，589 11，949   
10   32，957  1，111  3，306  403  38，258  70，502  20，426 11，818   

32，481  1，106  3，288  404  37，755  70，616  21，175 11，686   
12   32，192  1，119  3，239  406  37，423  70，491  21，537 11，531   
13   31，576  1，110  3，207  408  36，760  7P，168  22，074 11，334   
14   32，144  1，102  3，181   429  36，856  70，460  22，368 11，236   
15   32，121  1，091 3，151   434  36，798  70，292  22，400 11，094   
16   32，491  1，086  3，111   442  37，130  70，293  22，170 10，993   
17   33，022  1，082  3，069  448  37，621  70，447  21，903 10，922   
18   33，794  1，076  3，035  458  38，363  70，383  21，230 10，789   

注1国民年金の第1号被保険者数には任意加入被保険者を含む。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注3 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の率、平成14  

年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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○ 受給権者数の推移  

年度末  
国民年金  

地共済  私学共済   新法基礎年金と  
国共済  

旧法国民年金  

平成   千人   千人   千人   千人  千人  千人  千人   
7   1－4，448  778  1，747  173．5  15，152   
8   15，239  794  1，793  184．6  16，010   
9   16，813  810  1，848  193．5  16，987   
10   17，6  79  白23   1，898   202．5  17，871   

18，571  835  1，942  212．7  18，795   
12   19，529  862  1，984  223．8  19，737   
13   20，559  883  2，049  235．3  20，669   
14   21，980  906  2，109  245．9  21，653   
15   23，148  933  2，174  258．2  22，544   
16   24，233  962  2，240  271．0  23，431   
17   25，110  984  2，289  280．8  24，393   
18   26，155  1，009  2，345  293，4  25，420   

対前年度増減率（％）  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合  

の率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  
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01人当たり標準報酬簸（総報酬ベース・月額）一平成柑年度－  

注1 「総報酬ベース」の数値であり、標準報酬総額 〈総  

報酬ベース〉 の年度間平均（被保険者一人当たり月  
額）である。  

注2 厚生年金の男性は第一種被保険者、女性は第二種被  
保険者についての数値である。  

○ 老齢・退年相当の老齢・退職年金の平均年金月額 一平成18年度末－  

区分   
国民年金  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  
旧法国民年金   

平均年金月額  円  円  円  円  円  

（老齢基礎年金分を含む）  
計  162，772  207，965  220，875  206，467     53，202   

男性   188，074  213，634  233，223  228，877     58，490   

女性   107，257 178，949 195，075 171，785     49，252   

女（男＝100）   57．0  83．8  83．6  75．1  84．2   

平均加入期間   月  月  月  月  月   

計   382  421  416  381  329   

男性   423  425  431  392  

女性   292  403  385  361   

繰上・繰下等除く平均年金月額注1  円  円  円  円  

（老齢基礎年金分を含む）  

計  167，976  221，013  228，570  214，643     57，843  5．8万円   

注1 0繰上げ・繰下げ支給を選択し、年金額が本来の年金額よりも減額又は増額されている者を除く  
○特別支給の老齢・退職年金について、報酬比例部分の支給開始年齢60歳に達しているものの  

定額部分の支給開始年齢には到達していない者を除く。  
○ただし、国民年金については、減額支給されたものを除いた平均年金月額セある。  

注2  繰上げ・繰下げ支給分を除いた老齢基礎年金の平均年金月額である。  
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○ 年金扶養比率の推移  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  年度末  国民年金  

4．98  1．99  2．64  

4．76  1．97  2．59  

4．28  1．95  2．52  

4．01  1．92  2．45  

3．79  1．91  2．40  

8．15  4．15  

7．47  4．00  

7．06  3．83  

6．70  3．69  

6．36  3．57  

5．98  3．43  

5．65  3．29  

5．60  3，16  

5．34  3．05  

5．14  2．96  

5．02  2．87  

4．88  2．77  

8
9
1
0
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
1
8
 
 

3、57  

3．33  

3．17  

3．00  

2．91  

2．87  

2．82  

1．89  2．32  

1．85  2．24  

1．81  2．16  

1．76  2．09  

1．73  2．00  

1．71  1．95  

1．68  1．89  

注 国民年金については、分子を第1～3号被保険者数、分母を  
老齢基礎年金等受給権者数として算出した。  

○ 総合費用率の推移  

国共済  厚生年金   私学共済  地共済  

％  ％  
〈13．7〉  く18．7〉  

く14．6〉  く19．2〉  

く15．1〉  く19．1〉  

く16．3〉  く19．5〉  

く17．0）  く20．3〉  

く17．9〉  く20．9〉  

く18．8〉  〈21．5〉  

く19，8〉  く22．1〉  

％  ％  
く13．2〉  く10．8〉  

く13．1〉  く11．2〉  

く13．5〉  く11．8〉  

く14．5〉  く12．5〉  

〈15．4〉  く13．1〉  

〈16．1〉  く13．8〉  

く16．7〉  く14．3〉  

く17．5〉  く14．2〉  

17．3  17．4  

く20．7〉  く23．3〉  

17．8  17．1  

く21．3〉  く23．0〉  

17．8  16．7  

く21．3〉  〈22．4〉  

17．8  17．6  

〈21．3〉  く23．5〉  

14．4  11．3  

く19．1〉  〈15．2〉  

15．4  11．5  

く20．6〉  く15．5〉  

16．2  11．8  

く21．6〉  く15．7〉  

16．8  12．0  

く22．4〉  く16．0〉  

注1く〉は標準報酬月額ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代  

行分を含まない。  
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○ 独自給付費用率の推移  

国共済  地共済  私学共済  

％  ％  
く9．9〉  〈15．2〉  

く10．6〉  く15．6〉  

〈11．1〉  〈15．5〉  

〈12．0〉  く15．5〉  

く12．2〉  〈16．2〉  

〈13．0〉  く16．6〉  

く13．7〉  く17．1〉  

く14．4〉  く17．5〉  

％  ％  
く10．3〉  く7．5〉  

〈10．1〉  く7．8〉  

く10．4〉  〈8．4〉  

く11．3〉  く8．9〉  

〈11．9〉  〈9．3〉  

く12．5〉  く9．7〉  

く13．0〉  く10．1〉  

く13．7〉  〈10．1〉  

12．6  13．7  

く15．1〉  く18．4〉  

12．9  13．2  

く15．4〉  く17．7〉  

12．9  12．9  

く15．4〉  く17．2〉  

12．8  13．7  

〈15．3〉  く18．4〉  

11．3  8．0  

く15．0〉  く10．9〉  

12．1  8．0  

く16．2〉  く10．7〉  

13．0  8．2  

く17．3〉  く11．0〉  

13．5  8．5  

く18．0〉  く11．3〉  

注1く〉は標準報酬月額ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代  

行分を含まない。  
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○ 収支比率の推移  

国民年金  
（国民年金勘定）  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  

成
7
8
9
1
0
‖
1
2
1
3
 
 

平
 
 

％  ％  ％  

69．0  75．1  57．0   

％   
55．3   

58．4   

60．6   

64．4   

67．3   

74．3   

79．2  

83．0  

［108．2］   

86．2  

［82．8］   

86．8  

［78．6］   

74，0  

［65．5］   

76．1  

［73．2］  
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0
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5
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5
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7
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7
 
5
 
7
 
7
 
7
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8
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9
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0
 
9
 
0
 
8
 
1
 
0
 
 

ト
 
 

l
 
r
l
L
 
l
 
「
し
 
l
 
ト
 
l
 
l
 
 

72．4   

73．8   

80．5   

84．9   

91．0   

97．2  

［102．4］  

104．7  

［119．2］  

117．2  

［98．3］  

123．8  

［112．7］  

120．8  

［90．4］  

1′14．8  

［107．0］  

76．0  57．2  
7
 
8
 
 
 

5
 
0
 
 

7
 
8
 
 

5
 
6
 
1
 
 
 

4
 
2
 
8
 
 

6
 
7
 
7
 
 

［101．4］   

97，2  84．3  

［100．6］   

98．0  89．3  

［91．3］  ［70．2］   

98．3  93．5  

［96．9］  ［83．1］   

93．0  82．7  

［79．1］  ［57．9］   

95．6  80．0  

［96．4］  ［83．4］  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  

分を含まない。  

注3 国共済の時価ベースは、平成10年度82．0、11年度82．0、  

12年度95．5となっている。  
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○ 積立比率の推移  

国民年金  
（国民年金勘定）  

地共済  私学共済  厚生年金  国共済  

倍  倍  

6．3  7．4  

6．2  7．4  

6．1  7．6  

6．0  7．7  

6．2  7．6  

6．1  7．3  

5．9  7．3  

5．6  7．2  

［5．5］   ［7．3］  

5．5  7．0  

［5．2］   ［7．1］  

5．3  7．2  

［5．2］   ［7．3］  

5．2  7．4  

［5．2］   ［7．5］  

4．9  7．1  

［5．2］   ［7．4］  

倍  倍  

12．2  12．9  

倍  
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8
 
 
 

4
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4
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4
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2
 
2
 
1
 
1
 
1
 
 

1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 

O
 
1
 
2
 
3
 
4
 
 
 
 
5
 
 

1
 
 

1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 

4．9  

5．1  

5．2  

5．0  

4．9  

［4．8］  

4．8  

［4．6］  

4．7  

［4．6］  

4．3  

［4．3］  

3．8  

［4．0］  

11．4  10．7  

［11．2］  ［10．8］  

10．9  10．5  

［10．9］  ［10．6］  

10．5  10．3  

［10．7］  ［10．6］  

10．6  10．3  

［11．2］  ［10．8］  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  
分を含まない。  

注3 国共済の時価べ←スは、平成11年度7．7、12年度7．5、  
13年度7．4となっている。  
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